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プログラム 

13:30－13:40 開会の挨拶 
荘司泰敬：⼟⽊技術者実践論⽂集企画⼩委員会委員⻑（応⽤地質㈱執⾏役員） 

13:40－14:40 基調講演 
「住⺠へのチャリティーから住⺠のビジネスへ－ 

⼟のう⼯法を⽤いた未舗装道路整備の実践についてー」 
⽊村 亮：京都⼤学教授 

平成 27 年度論⽂賞受賞 （⼟⽊学会論⽂集 F5） 

14:40－16:15 『実践』事例の発表 
① 地域と共に運営する⼩⽔⼒発電事業

根原孝輔：㈱オリエンタルコンサルタンツ 

② 江⼾川河⼝部におけるヒヌマイトトンボの⽣息環境の改善
⼯藤晃央：㈱ドーコン

（15:15－15:25 －休憩－） 
③ モザンビーク国マプト市におけるごみ収集ルート改善

神下⾼弘：⽇本⼯営㈱ 

④ 建設コンサルタントの多様化による地域振興と
再⽣可能エネルギー開発
⻘野史規：基礎地盤コンサルタンツ㈱

⑤ 災害図上訓練（DIG）を通じた⾼速道路における災害対応⼒
強化に関する実践的研究
楠橋康広：⻄⽇本⾼速道路エンジニアリング中国㈱

16:15－16:55 発表を踏まえたディスカッション 
（実践論⽂についてのレクチャー、発表事例の講評、 

発表者・フロアを交えたディスカッション） 
花岡伸也：⼟⽊技術者実践論⽂集企画⼩委員会委員（東京⼯業⼤学准教授） 

16:55－17:00 閉会の挨拶 
⼤橋 正：⼟⽊技術者実践論⽂集企画⼩委員会副委員⻑（基礎地盤コンサル

タンツ㈱取締役常務執⾏役員） 
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講演者 プロフィール

基調講演 

⽊ 村  亮（きむら まこと） 京都⼤学⼤学院 ⼯学研究科 教授 

昭和 60 年 3 ⽉ 京都⼤学⼤学院 ⼯学研究科 ⼟⽊⼯学専攻 修了
昭和 60 年 4 ⽉ 京都⼤学 ⼯学部 交通⼟⽊⼯学科 助⼿
平成 6 年 4 ⽉ 京都⼤学 ⼯学部 交通⼟⽊⼯学科 助教授
平成 10 年 11 ⽉〜平成 11 年 11 ⽉ オランダ国 GeoDelft 特別研究員
平成 18 年 7 ⽉ 京都⼤学 国際融合創造センター 教授
平成 22 年 10 ⽉ 京都⼤学⼤学院 ⼯学研究科 教授

【論⽂・著書、社会活動等】
専⾨は地盤⼯学。特に構造物基礎、トンネル、カルバート、補強⼟壁などの静的・動的⼒学特性
の解明と、新技術・新⼯法の開発を実施している。

平成 14 年度，平成 27 年度 地盤⼯学会 論⽂賞
平成 16 年度 ⼟⽊学会 国際活動奨励賞
平成 18 年度，平成 27 年度 ⼟⽊学会 論⽂賞
平成 19 年度 地盤⼯学会関⻄⽀部 社会貢献賞
平成 20 年度 地盤⼯学会 技術開発賞

1993 年よりケニアで⼤学造りの JICA プロジェクトに関わり、2002 年より「貧困削減」を主な
テーマに発展途上国の未舗装道路の整備⼿法を開発し、住⺠と共に世界 25 ケ国で道直しを⾏う。
認定 NPO 法⼈ 道普請⼈（みちぶしんびと）理事⻑。
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基調講演 「住⺠へのチャリティーから住⺠のビジネスへ 
－⼟のう⼯法を⽤いた未舗装道路整備の実践についてー」 

⽊村 亮：京都⼤学 教授  

平成 27 年度論⽂賞受賞論⽂（⼟⽊学会論⽂集 F5） 

「⼟のう⼯法の普及活動を通した未舗装道路整備のＢＯＰビジネス化」 

福林 良典：特定⾮営利活動法⼈ 道普請⼈ 
本庄 由紀：Community Road Empowerment（NGO） 
⽊村 亮 ：京都⼤学 
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土木学会論文集F5(土木技術者実践),Vd.71,No.1,13-23,2015。

上のう工法の普及活動を通した

未舗装道路整備のBOPビジネス化

福林 良典 1・ 本庄 由紀2.木村 亮3

1正会員 特定非営利活動法人道普請人 (〒 600‐8213京都市下京区東塩小路向畑町20‐ 13)

E‐mail yoshinori.Iukubayashi@coreЮ ad.org

2)F会員 Community Road Empowcrmcnt(NCO)(PO.BOX 19539‐ 00202,KNH Hurlingham,NairObi,Kc■ yal

E‐m江1:hottoyuki@yahOO・ CO」 p

3正会員 京都大学大学院教授 社会基盤工学専攻 (〒 615‐8540京都市西京区京都大学桂 Cl棟 )

E‐mail:電mwa.makoto.8r@kyotO‐u.acjp

開発途上国では雨季に未舗装道路の トラフィカビリティが確保されないことが,人々の市場や学校,病
院へのアクセスを妨げ貧困の一因となる.沿線住民が問題箇所の改築を行いアクセスが改善されるよう,

上の う工法や道路維持管理技能の研修を進めた 研修後住民による道路改修活動を,持続 し活性化させる

ことが課題であった

ケニアでは,未舗装道路改修が,BOP(Basc Of he Economic Pyralnid)層 ,特に若者層によるビジネスと

して実施 される仕組が整備された 土のう工法が公認 され,労働集約的手法による公共道路工事が発注さ

れる 技能を習得 した若者グループが起業 し,公共道路工事を受注 して事業活動を活性化させている.

本論文では,未舗装道路改修がBOPビ ジネスとして実施されるに至る取組や背景を整理 した

κιノ
"つ

′t′∫f tJ9ッ 9′όデ軽 θο″″″
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″P,ソ9′ ′οtt BOPb″s'η斜琺′οじα′″sο″′じ9,sPO声″,P′οツ9脇ιガ

1.はじめに た未舗装道路整備手法を確立したり.上のうは所定の条

件下で250 kNの耐荷力を保有するり。土のうの特陛が,

開発途上国農村部においても十分発揮されるように施工

手ll贋 を工夫した。

穀物,肥料や種子等のプラスチック繊維で編まれた袋

に所定量の土質材料を中詰めし,軟弱地盤上や轍掘れ箇

所に二層以上敷設し,路盤を補強する.締固め機械を使

わずとも袋材に拘束された土質材料,即ち上のうを人力

で締固めることで (図‐1),交通荷重を支持する路盤が

構築できる.その後礫質土を撒きだし人力で締固め,厚
さ005～0.lmの表層を設ける。標準断面を図‐2に示す。

本研究グループは生活道路や農道,地方道の沿線の住

民に対し,上のうによる未舗装道路整備手法の研修を

2006年 より実施している砂.一人でも多くの住民がその

手法を習得し研修後に自分達で実践することで,道路の

改修が進むことを目指す。2014年 3月 末までにアフリカ,

アジア,太平洋州の17カ 国で約1151(inの 未舗装道路が技

術移転研修の中で整備された。整備対象道路や技術移転

先となるコミュニティの選定,研修方法は,活動国や事

業体制により多様なアプローチで実施している。
.

本論文ではケニアにおける上のう工法の普及活動を示

開発途上国の地方道や農道,人々の生活圏に至る小規

模な生活道路の多くが未舗装である。行政機関の慢性的

な予算不足から十分な整備がされていない.雨季には路

面が泥淳化し渡河部で道路が水浸し,車両やバイク, 自

転草,歩行での通行が困難になる.沿線の住民の市場や

学校,イ呆健Fり〒等へのアクセスが制限される。そのため収

穫した作物を市場まで運べず腐らせてしまい,十分な現

金収入が得られない。また教育や医療サービスを受ける

ことができない.未舗装道路の改修が進まないことが,

地域の貧困の大きな原因の一つとなつている。

本研究の目的は,開発途上国の未舗装道路の年間通行

性を改善し,貧困削減に貢献することである.開発途上

国行政の予算が限られる中で,人々の市場や社会サービ

スヘのアクセスを向上させることを検討する.住民が主

体的に現地で調達可能な材料を利用し,人力で未舗装道

路を改修することが一つの解決策であると考えられる.

そこで道路全長を対象とせず, トラフィカビツティが失

われる問題箇所を改築し道路網としてのアクセスを向上

させる方針とした.具体的な手法として上のうを利用し
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図コ 上のうを利用した未舗装道路整備状況

表層

厚さ:0,05-0.1

(単位:m)

上のう

図‐2 上のうを利用し整備された道路の標準断面図

す.こ の活動は,土木工学を専門とする大学研究者と,

途上国農道問題解決に事業ベースで取組む特定非営利活

動法人に属す農業,土木,コ ミュニティ開発,事業運営

管理の専門家を中心に実施された.行政,民間財団,国
際機関から提案事業に対し助成や委託を受け,また活動

賛同者からの会費寄付金収入を運用し事業を進めた.ケ
ニアでは現地に根差し連続的な事業展開とその活動を公

式なものとするため,特定非営利活動法人道普請人の構

成メンパーが2(X18年に現地でN(Юを設立した。協力的で

ある日本で博士号を取得した現地大学教員% (工学と

農学)を役員に据え, 日本人専門家が常駐しローカルス

タンフを雇用し,ケニアでの事業実施機関としている.

比較的降雨量の多い中部から西部を中心に,上のう工

法の現地住民への研修活動を開始した。ボランティアで

道路改修を行う状況下では,研修後の住民の整備活動は

活発ではなかった。そこで,ボ トムアンプのアプローチ

に加え,研修成果を道路行政高官に説明するトンプダウ

ンの取組も行った。その結果,道路行政が上のう工法を

公認し,労働集約的な手法による公共工事を発注する体

制が構築された.

行政が公共道路事業予算を,BOP IBascOflle輛
P即町ld)層うと呼ばれる貧困層にある人々が受注するよ

う,割 り当てたことになる。上のう工法や道路維持管理

手法の研修を受けたBOP層の人々が, ビジネスの主体と

して道路整備事業に参画することを可能にした.彼らが

企業努力をすることで,生活道路,・農道,地方道の改修

土木学会論文集F5(土木技術者実践),Vol.71,No.1,13-23,2015

が進み,道路沿線地域の人々のくらしを豊力引こすること

ができる.未舗装道路改修が,BOP層 のボランティアで

はなくビジネスとして実施される仕組が整備された。こ

れは,BOPビ ジネス。と総称される中でも,BOP層を消

費者と捉え多国籍企業が利益を得るのではなく,BOP層

が事業を通して儲けながら地域社会に貢献する包括的な

(イ ンクルーシブ)ビジネスモデルと言える。

本稿で示す取組はケニアでの事例である.しかし,サ
ブサハラアフリカ諸国をはじめとした開発途上国で,地
方道クラス以下の未舗装道路を住民参加を得て整備を行

う際の,指針になりうると考えられる。

本論文の構成は以下の通りである。まず2章でケニア

の道路クラスを整理する.次に3章でケニアでの地方道 ,

農道,生活道路の整備事業の経緯を概観する。そして,

本研究グループによる上のう工法の普及活動を4章にま

とめる.続いて,5章で普及活動の結果と考察を示す。

その後,6章で結論を述べ,今後の課題を7章に示す .

2.ケニアの道路網と整備事業

(1)ケニアの道路網

ケニアの道路網について,ク ラスとその延長,未舗装

道路率について表‐14こ示す

本論文ではクラスA,B,Cの道路をまとめて幹線道路,

D,Eを地方道,利用目的や運搬される農作物の種類毎に

分類 されるSp∝』 P【Ipose Road(SPR)を 農道,そ して

〔Jnclassttedを生活道路と呼称する.

神益地域が限られるため,中央政府や ドナi機関の支

援の封象になりにくい生活道路が,全道路網延長の610/。

を占める。地方道路,農道,生活道路の約90°/。-1000/。が

未舗装である.生活道路はCotと1り m劇という地方向治

体が道路管理者となっているが,予算不足のため整備が

進まず, 720/0は k成状態との調査結果9がある。

121 ケエアの道路網整備事業と政策9

1970年代から199咋代にかけ地方道や農道はЫ3Tcを

bolr‐BasedT∝血oloy)り という手法が適用され整備された.

Ы3Tと は締固め粘朝戒や路盤・表層材の含水比調整のた

めの散水車など簡便石l切戒の利用を前提とし,その他の工

程で最大限人力により施工を行う方法である.国際労働

機関 (LQ mm函面耐bbOlr ⑤y他狐αl)により体系化

されている.機械施工と比較して,施工費用を抑え住民

に収入機会を与え,地域経済の活性化につながるなどの

効果があるとされている・ ).LBTを習得し締固め機械等

を保有する中小規模施工業者が,封象道路沿線の住民を

労働力として雇用し,改築や維持管理を行うのが下般的

な実施イ本市1である.

LBTくD道路建設技能に関する研修を施工業者らに行 う

30
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研修所が設立され,公的機関として運営されている.こ

の研修機関の課程を修了し施工籍 登録することが,行
政機関発注の道路工事を受注する要件となっている。

LBTを適用し下位クラス (表‐1中のW飾ばЮads ttDRlttl

access=oads)の 未舗装道路を改築した結果,中位クラス

(表判中のS∝ond町 1、っadslの道路より高い規格に改善さ

れたとの報告もある.

1990年代初めから道路政策として,LBTの適用範囲を

より上位クラスの道路の維持管理にも広げる方針が打ち

出された。2000年 までに全道路網を改築し,その後は現

地調達可能材料を利用し維持管理を行 うとされた。しか

し,事業運営体制の不備でこの方針に基づく道路整備が

機能的に実施されず,想定された成果は得られなかっ.

た。LBTでは周辺住民の傭上,労賃の公正で適切な時期

の支払を通し彼らの協力を引き出すことが不可欠である.

施工業者による沿線コミュニティとの合意形成と,合意

事項の順守実践が重要である.住民意識,施工業者能力,

行政のリーダーシップによるが, しばしばこの過程に時

間と労力を要す。その結果,道路管理者の多くが工期を

優先し住民参加をほとんど考慮せずに済む機械施工を採

用する傾向にあり,統一的な事業運営体制を確立できな

かったと考えられる.

2007年次の世界銀行レポー トリによると,1989年にケ

ニア道路網全長の20%がpoorと されたのに姑し,2(X15年

では640/0に なっている.Ы3T事業等を通して改築され一

旦良好な道路状態になったが,維持管理が進まず悪化し

ていると考えられる.

2005年7月 より,第 1次道路整備5ヶ年計画が開始され

土木学会論文集F5(土木技術者実践),Vd.71,No.1,13-23,2015

た.道路行政や地方自治体, ドナー機関が,こ の道路整

備計画に沿い道路事業を実施した。現地で調達可能な資

機材,地元のコンサルタントや施工業者の有効利用を図

るとされた。限定された少数路線を全長に渡り改築する

のではなく,各道路網で問題箇所を集中的に改築する方

針が取られた.ほぼ目標の延長の道路が整備され,若者

や女`性の雇用が多く創出されたことなどが評価された。

この成果を拡張させるため,新たな道路整備計画案が

2010年 より2012年 にかけて検討された。 2030年には中所

得国入 りを目指すケニア政府長期経済開発戦略胤 航

2030りの遂行に寄与することも,配慮 された.ヽ/面

20_30では,若者雇用の確保や,起業の促進と事業活動の

滑 l生化が,重点項目とされている。

2012年 7月 より第2次道路整備5ヶ 年計画が開始された.

道路改築や部分補修の品質の向上,労働集約的で現地調

達可能材料を利用した効果的な道路改修工法の適用促進,

公共道路工事に零細企業を活用し雇用の創出と確保に寄

与することなどが盛り込まれた. .

3.上のう工法の普及活動

本研究グループは土のう工法が運用され未舗装道路の

改修が進むことを目指し,住民への研修を開始した。研

修後にも住民が継続し,道路整備活動を行える仕組を構

築することが重要である.その仕組構築に向けた普及活

動を,本章で示す .

図‐3に,2009/〒から2013年 にかけて住民や道路 。地方

行政に対して実施した普及活動と,各活動に対する結果

クラス

Special

Purpose

Road(SPR)

Unclassitted

A

B

D

C

E

表‐1 ケニアの道路クラスつ

各クラスの

未舗装道路

率 (%)

23

44

66

88

98

99

98

説 明
本論文での

呼称
管理者 延長 (km)

道路網総延長に占
める各クラス道路

長の割合 (%)

Intemational Trunk

Rcads
3,588 2

National Trunk Roads 2,645 2

Primary Roads

幹線道路

Ministり of

Roads and

Pubhc
Works 7,857 5

Secondaり Roads 10,721 7

Minor Roads
地方道

26,649 17

Covemment Roads
Settlemcnt Roads

Rural Access Roads

Sugar roads

Tea roads

WVheat roads

農道

District

Roads

COmれnittees 10,476 7

All other public roads

and street
生活道路

County

Councils
98,941 61

160,886 100TOTAL

15

93
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をまとめた。また前章で概観したケニア道路整備計画の

推移も示した.

(1)研修先の選定

研修先について,道路問題解決への意欲があり,組織

としてまとまりのある集団を特定した。ケニアでは農家,

若者グループを対象とした。

a)農家グループ

ケニア農業省の指導下で,同種作物を生産する農家が

集合しSerHclpGЮ llぅ と呼ばれるグループを組織している.

本論文中では農家グループと呼称する.共同出荷作物の

市場への運搬もしくは畑での買付が可能になるよう,生

活道路や農道を通行可能な状態に維持管理サることが,

農家グループにとり重要である.そ こで,農業省県事務

所より紹介を受けた4つの農家グループを対象に,2(Xつ

年に上のう工法の研修を開始した.

bl 若者グループ

18歳から35歳までの若者層の雇用促進政策を受け,公
共道路工事が若者グループヘ優先的に発注される方針が

ある。第2次道路整備5ヶ年計画の中で土のう工法が公認

された動ことから,2012年 より新たに若者グループも研

修対象とした.研修後,公共道路工事に参画し現金収入

を得る機会が得られると考えられた.

農家,若者グループともに最低10名 の構成員を要し3

名の役員を任命 し,グループとしての活動目的や約款を

定める。各監督省庁に岬岡血 (l ml=0.9～ 12円 ,2(Xつ

～2013年)を支払い,登録する。毎年更新する必要があ

る.登録することで団体格を有し,銀行日座を開設する

ことができるなど,組織的な活動を実施する上で有利に

なる.両グループの相違点は,監督省庁と構成員の年齢

層に関する規定の有無である.若者グループは,全構成

員の時,畝上が若者層である.

土木学会論文集F5(土木技術者実践),Vd,71,No.1,13-23,2015

12)普及活動

al 農家グループヘの上のう工法研修

トラフィカビリティの失われる問題箇所を土のう工法

で改修する実施工を通して,研修を実施した (2009年 1

月～10月 ).農家グループのオーナーシップが発揮され

るよう,補修箇所は彼らが選定し,改修に必要な資機材

もできるだけ彼ら自身で調達することを原則とした。

その後,研修で問題箇所を改修した効果と,農家グル

ープによる道路整備活動の持続陛について検証した.研

修手順と検証方法は下記の通りである.

1)道路改修作業への参加意欲の確認

動 農家グループが改修 したいと選定した問題箇所で

の,調査と施工計画の立案

3)施工計画や道路排水計画などに関して,周辺コミ

ュニティとの合意形成

4)2)の計画に基づく必要資機材 (現地発生土もしく

は周辺で入手される礫質土,上のう袋,工具類)

の調達

農家グループが自前で調達できない資機材費は,

研究グループで実費負担した.例えば,礫質土の

購入費やその運搬費,一輪草などの工具費や土の

う袋代である。

スコップやブッシュナイフなど農作業で普段利

用する道具は,参加者が持ち寄った.

5)施工

研究グループは研修期間中,参加者への昼食費

用を負担した.参加者への,労賃として現金の支

払いは無い.

6)施工中また施工直後に,道路整備に従事すること

や上のう工法について,農家グループに聞取調査

7)施工から約1年後における,道路改修効果について

聞取調査

o 研修後の自発的な道路整備活動に関し,聞取調査

発注

i研修と研修

機関への

2011 2012 2013

道 路

行政
地方
自治体

単発の

支援

農家

グ

研究
グルー 2009プ

|

2010

上のう
工法

認識

・5ヶ 年計画で上
のう工法推奨

。公的研修機関
で,若者グル

ープの受入

道路省

次官の

認知 ,

道路

政策化
検討

試験施工

請 負
路

備

道

整 施 工
コース

研修

の修了

設
者
録

建
業
埜

予算対象
外資機材

調達 ,

道路施工

上のう
工法

習得
自信と

意欲

申請書
作成

能力・

組織
強化

a研修 b支援 c研修
d不足分

労務用予算
の執行

の

工法指定
発注

遭路省次官
への説明,

16

12014

第1次 5ヶ 年計画

(2005年 7月 ～2010年 6月 )

新計画内容検討・移行期間

図3 上のう工法を利用した住民参加による道路整備の普及活動

第2次5ヶ 年計画

(2012年 7月 ～2017年 6月 )
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図

“

 上のう工法試験施工を視察する県知事

bl 道路行政や地方自治体に対する試験施エ

上のう工法研修を受けた農家グループが,農道公社地

域事務所所長や県知事の前で試験施工を実施した。農道

公社は,道路クラスD以下の道路の規格,設計,維持管

理手法など技術的な分野を担当する道路行政機関である

土のうを利用した未舗装道路整備手法の手順を説明し,

整備効果を実際に示した (図‐41.

研究グループが両者の連絡調整や,必要資機材の調達

支援を行った (2010年 3月 ～6月 ).

o 農家グループ組織強化研修

試験施工実施とともに,上のう工法による道路改修施

工計画,必要資磯材数量の積算,助成申請書作成のため

の研修を実施した (図-5).具体的な計画と必要経費を

提示することで,道路行政や地方自治体が申請事業の実

}兄1性 と妥当性を理解し,その予算を拠出しやすくするね

らいがあった。

上のう工法研修を実施した4農家グループと近傍の3農

家グループは自発的に合同で,会員数が約500名 のアツ

シエーションを結成した (2010年9月 ).研究グループ

は2(110年以降2013年にかけてアツシエーションの活動を

観察し,組織運営に関する研修を行った。

d)農道公社予算を利用した1農家グループによる道

路整備活動

農道公社地域事務所は,2010年 6月 に若者雇用促進事

業の予算を,農家グループによる土のう工法での道路整

備に執行することを決定した,その予算の用途は18歳以

上35歳未満の若者への労賃に限定された.

農家グループは行政より得られる支援を活かし道路整

備を実施するため,必要な資機材の調達を自分達で進め

た.対応できず不足する分を研究グループが補てんした.

el 道路省と農道公社高官への,農家グループによる

上のう工法を用いた道路整備活動の説明

ケニア政府道路省次官や農道公社総裁,同地域事務所

所長に,農家グループによる土のう工法を用いた道路整

備活動の実績を説明した.

土木学会論文集F5(土木技術者実践),Vd.71,No,1,13-23,2015

図6 農家グループヘの施工計画説明状況

まず,2010年 12月 にケニア西部の活動地域で,道路省

次官と農道公社地域事務所所長による施工現場の視察を

実現した.

さらに,20■年 1月 には在ケニア日本大使館の調整で,

首都ナイロビで道路省次官と農道公社地域事務所所長に

公式に,土のう工法の開発意図,理論的根抄と21,農家グ

ループによる農道整備活動について説明した.研究グル

ープは,さ らなる上のう工法の普及活動実施に助成が得

られるよう, 日本政府外務省のNGO連携無償資金協力

に申請していた.今後の普及活動に期待した大使館の計

らいで,説明機会を得た

その後も在ケニア日本大使館と連携し,20■年10月 に

農道公社総裁に,2012年 8月 には道路省大臣に対して,

上のう工法による道路整備事例を説明した.

つ 公的道路建設技能研修機関と連携した,若者グルー

プヘの研修

国際労働磯関LOは,ケニア政府の推奨する上のう工

法が若者グループにより連媚 されるように,研究グルー

プに研修の実施を委託した。

活動処点であるケニア西部農村地域で,農業省やこれ

まで研修を行った農家グループなどから紹介を受け20の

若者グループを選定し,土のう工法の研修を実施した

(2012年5月 ～11月 ).各グループ居住区内の道路の問

題箇所を土のうで改修した.技術移転が主目的の事業で

あり,デモ施工のための必要資磯材はすべて事業費から

調達された。さらに,各若者グループの代表1名 は,公
的研修機関内で6週間の道路維持管理や請負業の進め方

に関する実技と座学のコースを受講した.6週間の研修

期間の受講料は一人当たり約15∝嗣 題 であり,この費

用はLOが支援した。
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8



4.普及活動結果と考察

(1)農家グループによる農道整備

al 土のう工法の研修結果

研修を実施した4つの農家グループのうち,着手が遅

れた1つの農家グループを除いた3グループ,式 B,Cでの,

研修 日と研修参加者数の関係を図…6に示す。農家グルー

プB,Cは上のう工法研修の紹介を受けた後,グループ内

での参加意思決定や問題箇所の選定等の事前準備に日数

を要した.3つの農家グループとも,デモ施工研修が開

始され問題箇所の改修が進むと参加人数が増加した。

表‐2は,各農家グループの構成員数,研修最終日の参

加人数,整備区間延長,研修日数を示す。デモ施工研修

最終日の参加者数がグループ構成員数よりも多いことか

ら,グループ構成員のみならず沿線のコミュニティの住

民も参加していることがわかる。

デモ施工研修から約二年後の改修区間における,午前7

時から午後7時までの交通量調査結果を表-3に示す.幹

線道路近郊に位置する農家グループCを除くと,4輪車

(草, トラクター)の交通量は50台未満である.農家グ

ループや沿線住民で輪 車の所有者はほとんどおらず,

徒歩,自転車,バイクが日常交通手段となっている.

聞取調査の結果,部分補修による成果として,1)作物

仲買人や園芸指導に来る普及員の来村頻度が増加,リバ

イク・自転車タクシーの台数増加と料金の下落,3)市

場・町への移動時間が短縮され,有利な価格が設定でき

る早朝販売の実施,41出荷量の増加など,周辺住民が便

益を受けていることが確認された.

農家グループに,1逆路の重要`性,り技能を身に着け

自分達で基礎的な道路整備を実施すること,3)土のう工

法,4腑 の意向について,各々研修開始前,開始時期 ,

研修完了後,研修より約6ヶ 月後 (2010年 2月 )に聞取調

査を行った.質問と得られた主な回答を表‐4に示す。道

路の通行性を確保することの重要J性を認識しながらも,

自分達で改修することなく,放置されてきたことが伺え

る.上のう工法の研修後, 自分達でも道路の通行性を改

善できると気づき自信ややる気が醸成され,継続の意志

があることが把握された.

しかし実際には,研修後約6ヶ月間で1農家グループの

質問内容

得られた

主な回答

土木学会論文集F5(土木技術者実践),VЫ .71,No.1,13-23,2015.

みが,上のう工法を利用し道路整備を戒 実施した.1度

目は研修時に提供された資機材の残存分を利用し,実施

された。疲 目lま礫質土が採取場地主から寄付され,地

元出身国会議員所有の トラクターで無償で施工箇所べ運

― ― A

―

B

―

C

0
2/1   3/1

０
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員
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蝉
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図‐6 研修 日の研修疹功口激

表12 農家グループ構成員数とデモ施工概要

農家グループ

構成員人数 (人 )

最終日参加人数 (人 )

整備区間延長(m)

研修 日数 (日 )

表-3 交通量調査結果

農家グループ

歩行者 (人 )

自転車 (台 )

バイク (台 )

自動車 (台 )

トラクター (台 )

表‐4農家グループに対する道路の重要性や,道路整備活動,上のう工法,継続に関する聞取調査結果

研修より半年後

農道整備を継続す
るか ?

4/1  5/1

研修 日

6/1刻
∽年

C

21

36

183.0

16

C

時期

916

228

250

141

178

・直せるという自信
はあり糸匹続 したい

A B

16 31

31 42

151.2 273.0

12 13

A B

1,103 470

89 49

108 18

15 7

5 3

研修開始前 研修開始時期 研修完了時

あたなにとって
「道J とイま何か ?

自分達で行う農道整
備をどう思うか?

「上のうJ工法をど

う思うか?

・発展に不可欠
・生活の一部

・初めてで難 しそ う
。直せるか不安

・始めると簡単
・改修状況に満足
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搬された。そして農家グループと周辺コミュニティが中

古肥料袋を持ち寄り上のう袋を調達し,実施された。複

数の第二者の厚志による協力を,同時期に得て資機材の

調達に成功し,よ うやく改修が行われた.

他の農家グループは,資機材を調達できず,研修後に

道路整備活動を実施していない.労働力や農具の調達は

農家グループや地域の住民の協力を得て可能である。し

かし,部分補修でも道路整備に十分な数の上のう袋 (図

‐2の標準断面では延長10mの 区間で3抑枚が必要),中
詰材や表層材とする礫質土,礫質土の運搬手段について

農家グループのみで用意することが難しい。

農家グループがボランティアででも道路を整備する意

欲がありながら,資機材の調達がかなわず実施に至らな

い.行政予算が十分でないという制約条件の中で,現地

材料を利用した工法で住民自身がその資磯材の必要量を

調達し,道路改修を行うことを検討した.しかし,継続

的に実施するには限界があることが明ら力Чこなった.

住民参加による農道整備活動を継続して実施するには,

資機材調達に,その資源に制約がある中でも道路行政や

地方自治体より助成を得ることが必要と考えられた。

bl 道路行政や地方自治体からの助成

試験施工の結果,農道公社地域事務所所長や県知事は,

上のう工法は効果的な手法として認識した。

続いて,4つの農家グループは自分達が改修したいと

願 う問匙貢箇所の施工計画,必要資鴨材教量,見積を作成

し,助成申請書を管轄の県知事と農道公社に提出した。

その結果,2010年6月 に,農道公社地域事務所の予算

が,1つの農家グループによる道路整備事業に拠出され

た。7日 間で約93mの範囲が改修された.

若者雇用促進事業の予算であり,支出項目は若者層ヘ

の労賃のみに限定された.農家グループは,交渉の結果

採取場地主から必要量の礫質土を無償で得た.運搬車両

は地方自治体より提供されるよう調整したが,実際には

車両故障のため稼働できず,研究グループが別車両を手

配した.若者層に該当しない年配の参加者があり,その

労賃は農道公社予算では支払われなかつた.参加者間の

公平のため,研究グループがその分の労賃を負担した.

農道整備に要した賓材,労働力の数量と費用,その調達

機関や方法を表‐5に示す .

全施工費用のうち約50%は研究グループが負担した。

農道公社の用意した予算には支出期限が決められており,

時期を逃さずに施工を行うことが優先された.道路行政

より引き出せた資金でも,用途制限や期限があり活用す

るには研究グループの支援が不可欠であつた。

しかし,部分的であるが,ケニア政府予算で土のう工

法により農家グループが道路を改修する実績ができた.

2010年 12月 に,自 前予算で実施された道路改修として高

い関心とオーナシップを持ち,道路省や農道公社高官が

土木学会論文集F5(土木技術者実践),Vd 71,No.1,13-23,2015

現場視察を行った.当時,第2次道路整備5ヶ年計画案の

検討時期であり, この現場視察がその計画案イ乍成にも大

きな影響を与えたと考えられる。

C)アツシエーシヨン1会社組織の設立

助成申請書作成には基礎学力があると有利であるが,

十分な教育を受けた人材は1グループあたりでは限られ

る。そこで,その能力を持つ人本オを結集させ,支援を獲

得するための活動を効果的にするねらいで,7つの農家

グループが結集しアツシエーションを設立した。

運営に関する研修を行つた結果,会費徴収や役員会出

席規定など規約が制定された。団体専用の銀行日座が開

設され,その資金管理能力も強化された.

その後,土のう工法を用いた道路整備事業を実施する

ため,2012年に有限会社登録を行った。首都での登録手

続きのための交通費や,登録費約6(l即OI血は自前で調達

された.

設立された会社は,約 1年間くヽ の小規模な生活道路

の改修工事を,個人や民間団体より受注した.施工延長

は約80m～380mで,請負額は約3隊双)k甑～18財(思)k範で

あつた。

道路工事請負業者としての資格を有していないため,

公共工事を受注することができない.発注頻度が少なく,

規模の小さい個人や民間からの請負工事に限定されてし

まう。そのため,定常的に道路整備を実施するに至らず,

事業体としての成長は見込めない.

公共工事を受注し事業活動を滑陛化させるため,道路

工事請負業者登録を計画している。それには少なくとも

1名 の構成員が,公的道路建設技能研修機関で講習を受

け修了する必要がある.6週間の研修費用約15郎的 血 の

調達は容易ではなく,講習参加が実現していない.

?)道路行政による上のう工法の公認

農道公社地域事務所予算による農道整備後,道路省次

官に対して施工手兄)場を案内し,土のう工法の開発意図,

理論的根拠やこれまでの実績について説明した.上のう

表も 農道整備費用支出実績と調達先

項 目
調達機関

方法

運搬車両 研究グループ

礫質土
よ り

上のう袋 研究グループ

労賃

(35歳未満 )

農道公社

(35歳 以上)

単価
単位 数量

小計

1,500 往復 12 18,000

ton 84

1334 袋 1,650 22,011

229 人・ 日 210 48,090

300 人・ 日 26 7,800

95,901

19
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工法は現地材料を利用し労働集約的であり,部分補修を

通して道路網のアクセスを向上させる,新しい具体的な

手法として認識された.

その結果,2012年7月 からの第2次道路計画5ヶ年計ロ

で土のう工法が公認され,公共道路工事で適用される体

制が整つた。

131若者グループによる道路整備

上のう工法と公的道路建設技能研修機関の研修を修了

した20の若者グループのうち,研修後約1年間が経過し

た2013年末までに,12の若者グループで9つの道路請負

会社が設立された.い くつかのグループは共同で1つの

会社を立ち上げた.そのうち,7つの会社が入札や随意

契約で道路行政や地方自治体より道路工事の受注に成功

した.最大で契約額が2測航 血 の規模の案件を実施し

ている.

無職の若者層が,上のう工法を習得し公的道路建設技

能研修機関の道路維持管理のコースを修了することで,

起業の機会を得た。企業家精神にあふれ,事業活動を活

発に進めようとする傾向が見受けられる.

141 未舗装道路整備に向けたBOPビジネスからのアプ

ローチ

al BOP層 によるビジネスとしての未舗装道路整備

小規模な建設機械をも必要とせず,労働集約的に部分

イ甫修を完結させることができる土のう工法を,公共道路

工事で推奨することをケニア政府は決定した。そして公

土木学会論文集F5(土 木技術者実践),VЫ ,71,No.1,1323,2015.

的研修機関での道路維持管理コースに,上のう工法を習

得した若者グループ lBOP層 )力諺劫日することを認めた.

通常は施工業者向けのコースであった。このコースを修

了後,若者グループは道路工事請負業者として登録し,

公共道路工事を受注する資格を得た。

資本を持たない若者グループ,BOP層 であるが,大き

な設備投資や資本を用意する必要なく,労働集約的な手

法で発注される公共道路工事を受注し事業を行うことが

できる.

長期経済開発戦略Ⅵ蒟n2030を受け,各地方自治体は

全公共事業費の3割 を若者零細企業への指定発注とする

よう,中央政府より指導されている。

今後も,若者グループの企業家精神と公共工事の予算

割当から,若者層の事業ベースでの道路整備活動が活性

化されると考えられる.

BOP層はこれまでは主に,Ы3Tを実施する中小施工業

者に,一時的に雇用される労働力として未舗装道路整備

に参画していた。上のう工法の普及活動の結果,道路行

政や地方自治体からの公共道路事業予算が,若者により

起業運営される零細事業体に拠出される仕組みが新たに

確立された (図7).

未舗装道路の整備に,BOP層 のボランティアではなく

インクルーシブビジネスによるアプローチを適用するこ

とを具体化したと言える.

bl未舗装道路整備がBOPビジネスとして実施される背

景

未舗装道路整備がBOPビジネスとして実施される仕組

響令源

援助機関

L― ケニア政府

道路行政

地方自治体

国際,

一―――大 。中規模 一―  機械施
建設会社

五種  道盤 クフ
~ヌ

改築

_部分補修

首路整備

霧

透ガ″が ,

正法

工

江設
築

管

新

改

持維

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

ＰＲＳ

ア ツシエー シ ョン

人力施工

(LBT)

現地材料活用・ _
→ 労働集約工法

~t

(土の う工法等)

中小規模
建設会社

零細企業
建設会社

弐

＞ノ

一

道路地方

農道

会社

ハ
農家

_薙懲響堕 三卜UnclaSSifled生 活道路
住民グループ

民間 (個人・団体)

国会議員予算
B琢層

「上のう工法」

図7 従来の道路網整備体制と,新しく具体化されたBOPビジネスからのアプローチ

の

道路維持管理
コース修了
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が確立された背景として,以下の3点が挙げられる.

1)問題箇所を改築し,道路網全体のアクセスを向上

させるという道路行政の方針

動 Ы〕Tに加え,現地材料を有効利用し労働集約的な

手法を積極的に利用する道路行政の方針

3)長期経済開発戦略の重点目標の一つが若者層の雇

用の促進や,若者層の起業とその事業活動活性化

することである.公共道路工事がその実現に貢献

することが期待されていること.

1),動の道路行政の方針は,ケニアの過去の道路整備の

経緯から,提言されたものであった9.LBTと いう体系

化された工法で,施工業者を介し沿線住民を労働者とし

て雇用し,地方道や農道の改築や維持管理を実施した。

一度良好とされた道路網が悪化した状況を受けて,道路

維持管理の重要J陛が認識された。自国の限られた予算を

自覚した中で効果的に維持管理を行 うため,部分補修を

通して道路網全体のアクセスを向上させることが検討さ

れた.ま た,LBTに加えて,現地材料を有効利用し労働

集約的に実施する工法を活用する方針が立てられた.

本研究グループは他開発途上国でも上のう工法の普及

活動を実施している。その経験から, ドナー機関の意向

や道路状態の発展段階によつては,道路全長に渡り規格

通りの断面に仕上げることが,最優先され主流となる場

合がある.また,現金収入の機会提供を主目的に,労働

集約的な手法が運用されることもある.このような道路

行政の方針では,工事規模が大きくなり,または単発の

機会に限定されるので,未舗装道路整備がBOPビジネス

として実施される可能性は少ないと考えられる。

長期経済開発戦略 葡ヽ面 2030の達成のために,公共道

路工事を通して,若者層の起業家に事業活動磯会を提供

することが検討された。そのため,公的研修機関で若者

ズループに労働集約的で有効な技能の研修が行われた.

その後起業された会社へ,習得した技能による作業内容

の公共工事が発注されることになった.

開発途上国行政のオーナーシップのもとで道路政策が

検討された結果,土のう工法が認められ,未舗装道路を

BOPビジネスのアプローチで整備する体制が構築された

行政 BOP層
コミュニティ

市場、社会

サービスヘの

アクセス向上

若者層 ………… 1)ナ也場
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Cl間脳耐n_聞n関係のインクルーシブビジネスモデル

本論文で構築した未舗装道路整備の,イ ンクルーシブ

ビジネスモデルを図‐3に示す。行政がサービス購入者

(公共道路工事を発注)であり,BOP層 のうち若者層が

サービスを提供し (道路改の かつ沿線コミュニティが

サービスの受益者 (市場や社会サービスヘのアクセス向

上)である.

若者層が雇用機会を得て現金収入を確保し,さ らに事

業活動を活性化させる.地場企業へと発展する可含旨性が

ある.沿線コミュニティは市場や社会サービスヘのアク

セスが向上しくらしを豊力Чこする.行政は安価で公共社

会基盤を整備し,また長期経済開発戦略の目標実現に向

かう.行政,若者層, コミュニティ間でのWttWttWと1

関係 (三方良し)を構築することが可能である.

5.結論

上のう工法が定着し住民による道路整備活動が持続し

未舗装道路の整備が進むことを目指し,ケニアにて普及

活動を行つた.その結果について,以下のように結論が

まとめられる.

1)農家グループのボランティアベースでの道路改修

では,資機材の調達に外部者から助成を得る必要

がある。調達には礫質土採取場の地主や トラクタ

ーの所有者など複数の利害関係者が関与すること

になり,同時期に準備が整 うよう調整することが

困難である.作業する意欲がありながら,助成が

得られなければ道路整備活動が停滞する。

り 農家グループはアツシエーション,会社を設立し

組織強化の結果,個人や民間団体からの道路改修

工事の受注に成功した。工事内容は小規イ莫で発注

頻度も限られるため,事業体としての発展は難し

いと考えられる。

3)普及活動での道路改修実績により,上のう工法は

労働集約的に実ナ疱され,未舗装道路の部分補修に

有効な技能として評価された.その結果,土のう

工法が,第2次道路整備5ヶ年計画で公認された.

o 土のう工法を習得し公的研修機関の道路維持管理

コースを修了した後,若者グループは起業し,公
共工事を受注し道路改修に関する事業活動を活性

化させた.

9 道路行政や地方自治体からの公共道路事業予算が,

若者により起業運営される零細事業体に拠出され

る仕組が,新たに確立された.BOPビジネスによ

るアプローチで,未舗装道路の改修が行われる仕

組が構築された.

0 ケニアでは,農家グループではなく若者グループ

ヘ労働集約的な道路整備手法の技術移転を行 うこ

企業

Win

遭 解 うi金収入の確保
企業化

事業活動の推進

図‐8 W“れ

“

Wh関係の未舗装道路整備のインクルーシブビ

ジネスモデル

鞘 in関係
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とで,BOPビ ジネスとして持続的な道路整備活動

に至る
~夫手見J陛が高い.

いずれのグアレープもボランティアベースでの道

路整備活動の持統陛や施工規模には限界がある.

しかし,若者グループには政策の後押しが得ら

れビジネス化に有利である。また,無職で時間と

エネルギーを持て余す若者グループは,企業家精

神が強い傾向にある.

農家グループは農業を本業とすることから,土
のう工法を習得が,道路整備を生業とするビジネ

スヘの起業に結び付きにくい.

D BOPビジネスとして未舗装道路を整備 し小規模道

路網の通行性を改善するには,現地調達材料を利

用 し労働集約的で効果的な道路整備手法を住民ヘ

研修するとともに,その工法を主流化する,つま

り道路政策に組み込むアプローチが必要である.

o 本論文では,住民参加による未舗装道路整備が,

BOPビ ジネスとして実施されるに至る経緯を,土
のう工法の普及活動を通してまとめた。また道路

政策などその背景についても整理した.ケニアで

の事例であるが,他開発途上国で未舗装道路整備

の施策を検討する際の,一つの指針となりうると

考えられる.

6.今後の課題

今後の課題を以下にまとめる.

1)BOPビ ジネスによるアプローチで未舗装道路の整

備が行われる場合,対象となる道路の範囲やその

出来形について,検証する。

2)若者グループにより起業された零細企業体の,施
工能力や事業の継続陛や発展性について,引き続

き調査する.

3)住 民グループが受講できるように,公的道路建設

技能研修所の授業料の調達方法を検討する.

2014年3月 にワークションプを開催し,これまで

に道路工事を受注し事業活動を行 う若者グループ

を紹介 した。出席したケニア中央政府高官は,本
研究グループが行 う土のう工法の研修活動を,若
者雇用創出に大きく貢献する事業として評価した .

そして,年間40名分の公的研修機関での受講料を,

その政府高官の予算から3年間は負担することを約

束 した。今後,ケニア中央政府,も しくは地方自

治体が,研修コースの受講料を負担する可能性が

ある.

4)上 のう工法研修が,本研究グループによるのでは

土木学会論文集F5(土木技術者実践),Vd,71,No l,13-23,2015

なく,ケニア公的研修磯関で実施されることを検

討 る.

公的研修機関に封して,現行の道路維持管理プ

ログラムに,上のう工法の科目を追加するよう提

案している.

5)他 国でも,未舗装道路整備にBOPビジネスのアプ

ローチを適用することを検討する.
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土木学会論文集F5(土木技術者実践),Vd.71,No。 1,13-23,2015.

LチNPAVED ROADIMPROWEMENT AS BOP BUSINESS MODEL DEVELOPED
Ⅶ ROUGH THE EXTENSION OF DO― NOU TECHNOLOGY

Yoshinori FUKUBAYASHI,Yuki HONJYO and Makoto KIMURA

In developing countries,rnost ofthe roads are unpaved and not well maintained.They olten loosc he

trafricability during rainy seasons so that hc communities,he people at he Base of he Economic Pyraぃ

mid(BOP),CannOt access to he markets,schools and hospitals.

The BOP have been cquippcd with some skills for road imprOvement including Do‐ nou technology,

which was Japanese tcm for soil bags,aining to enable themselves to take measures to improve he road

conditions to keep the access to the social seⅣices and markets.The skills were characterized as locally

available material use,labour intens市 e ttd effectivc method.However,it has been chanenging hat the

BOP could continuc to work on road improvement sustainably aner he ttainings.

h Kenya,Do‐nou technology was omcially certined as the recommended mehod to improve he rural

road ncttorks in Kenya aner the extension activitics. The government promoted to design he road

maintenance works conducted with labour intcnsⅣ e mehods so as to provide the BOP,especiany youth

groups,with the chances to participate in the works on busincss basis.

At the same tirne,the youth groups who were trained on the road maintenance skills were quanfled t。

found the companies.With he entrcprencurships,the youth groups enlarge their business activities lead‐

ing to hc continuous and act市 e rcad improvement works by utilizing he learncd skilis.Thus,the un‐

paved road improvement as BOP business can be considcrcd as highly potential approach to expedite he

improvement ofroad ncttorks in developing countries.

The approach tOward and background where he BOP can conduct the business on road improvement

works、verc cxa■lined and discussed in this paper.

23
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土木実践セミナー 2017年11月06日

住民へのチャリティーから住民のビジネスへ
－土のう工法を用いた未舗装道路整備の実践について－

京都大学大学院 工学研究科 教授

NPO法人 道普請人 理事長 木村 亮

木 村 亮（まこと） 京都大学大学院 工学研究科 教授

専 門：「土木工学：地盤工学・基礎工学・トンネル工学」

自 慢 話：自転車で世界中を５万キロ走ったこと、

どんな国にも行けかつ普通に帰ってくること

255回－79回－82ケ国

学 生 評：「鬼軍曹」

「天国の閻魔大王」

座右の銘：「艱難汝を玉にす」

趣 味：世界の道直し、読書、

土木遺産見学、

日本の映画鑑賞（2377本(5年半)）

車と自転車の運転、花を見ながらの山登り

福林良典・本庄由紀・木村 亮：
土のう工法の普及活動を通した未舗装道路
のBOPビジネス化，
土木学会論文集F5, Vol.71, No.1,
pp.13-23, 2015-4.

平成27年度 論文賞受賞
(土木学会論文集F5)

土木学会コンサルタント委員会の論文集とし
て、2009年に創刊

実践の経験や教訓を評価・分析・提言

サハラ砂漠自転車縦断 地平線に何が見えるか？
大学院を１年間休学（24歳）冒険家になってもおかしくなかった！

人は縦にも伸びるが、横にも伸びるものだ

この画像は表示できません。

①鋼管矢板の継手構造の改良に対して、2本の鋼管をH
鋼で連結した連結鋼管矢板。大きな曲げ剛性が期待でき、
回転を防ぎ鉛直施工性が格段に向上する材料。

②剛体ではなく、自らの変形を許し地盤反力を期待する
プレキャストアーチカルバート。単体のみならず複数盛土
内に設置したアーチカルバート盛土。

③モーメントフリーで、その形状より地盤中では大きい支
圧効果が期待できる、リンクチェーンを引張材に用いた補
強土壁（チェーンウォール工法）と円筒蛇かご（かご丸くん）。

④超軟弱な地盤中の杭基礎として、周辺地盤に地盤改良
を併用する複合地盤杭基礎。

⑤損傷を制御できるせん断パネルを導入した集成橋脚と
フーチングレスの杭基礎で構成される鋼管柱基礎。 6

地震時柱基部のひずみ値が緩和

杭基礎のフーチング重量負担の軽減（鋼管柱基礎）

地震時杭頭変位が大きくなるが簡易な地中梁を設
けることで対応可能
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連続高架橋の検討

7

本日のキーワード

発想の転換による国際協力

① 土木技術で貧困削減を可能に

② 住民へのチャリティーから

住民のビジネスへ

土木の原点：
人々の暮らしを守り豊かにする

現象の複雑さ 技術者

技術開発や国際協力 観察力

言葉の壁

情報収集

単純化

発想の大転換

＋若い人の力

1993年の夏，「JICAがODAで造っているジョモケニアッタ農工
大学に行ってきなさい」といわれ，「アフリカはいやだな」など微
塵も無い状態で，短期専門家として飛び立った。

← それまで国際協力・国際開発の意識なし。

私の特徴は家族にいわせれば

「どこの国にどれだけの期間

行っても，平気な顔で普通に

帰ってくる」ということらしい。

「どんなものでも食べられて，

誰とでもしゃべれて，

どこでも寝られる」

をモットーとしていた。

サソリとともに地べたで寝る
（グランドホテル）

・ Jomo Kenyatta University of Agriculture and 
Technology      （1993～1999  Short Term Expert ）

・ African Institute of Capacity Development
(AICAD)（2000～2007 Advisor(Engineering) in Japan）

・ AFRICA-ai-JAPAN （2014～ Chairperson in Japan）

蛙
毛虫
猿
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アフリカの人々を幸せにする方法

「木村君，難しい技術ではなく，簡単な技術でアフリカの人々を
幸せにする方法を，考えないとだめだよ」と，いわれ続けていた。

「本物の研究者は難しいこともできるが、簡単なこともできる」。

「アフリカの問題をアフリカ人が解決し，貧困削減につなげる」こ
とが基本である。アフリカで私の研究成果を使ったことは一度もな
く，最新技術と講釈など振り回しても，無用の長物であることはわ
かっていた。

さてどのようにするか。具体例を導き出すのに，長い年月

（構想５年・検討２年・実行０年（2005年））を要した。

⇒「農道整備」 Low cost, Low tech, Local,

Labour base   ４L

Available Apllicable Affordable  ３A

ミレニアム開発目標（MDGs）の後継であり，
17の目標と169のターゲットからなる．

引用：国際連合広報センター

アフリカの農村部の人々にとって「道」とは？ 各国の道路状況

引用：Africa Infrastructure Knowledge Program

17

平成27年8月14日 内閣総理大臣談話

私たちは、経済のブロック化が紛争の芽を育てた過去
を、この胸に刻み続けます。

だからこそ、我が国は、いかなる国の恣意にも左右さ
れない、自由で、公正で、開かれた国際経済システム
を発展させ、途上国支援を強化し、世界の更なる繁栄
を牽引してまいります。

繁栄こそ、平和の礎です。

暴力の温床ともなる貧困に立ち向かい、世界のあらゆ
る人々に、医療と教育、自立の機会を提供するため、
一層、力を尽くしてまいります。

川
畑

農村
コミュニティ

井戸

市場

農村接続道路
（未舗装道路）

幹線道路
(舗装)

発展途上国の農道の様子

雨季に泥濘化
部分的に車両通行不能

農作物を市場に運べず
換金できない ← 貧困削減

泥田状態の道

身動きのとれなくなった4輪駆動車

Links to Market!!
道を市場につなげよう!!
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19
2008年5月 道直し７ヶ月後2007年9月 道直し前（ウガンダ東部）

基本コンセプト

機械を使わずに，どのようにしたら，
住民が自らの力で，道直しができるのか？

⇒ 「世界の貧困削減」に土木技術者として何ができるのか？

NPO法人 道普請人（みちぶしんびと）

『自分たちの道は自分たちで直せる』という意識を広げる 土のう Do-nou

0.05

この画像は表示できません。

50
0

20
0 

-
25

0

「土のう」を用いた道路整備手法確立のために

粘土 粘土

断面図（Case C） 断面図（Case D）

川砂利

50
0

20
0 

-
25

0

800 1400 800
50

「土のう」

川砂利

(Unit:mm)

道路面の沈下量

100 回走行後

土を締め固めることが重要

開発途上国、農村部

人力による

安価で，
現地で調達可能な材料

農民自身による
整備(重さ25キロ)

「土のう」による道路
改修方法を開発，提案

自分たちの問題は
自分たちで
解決する 解決できる
⇒次の発展への体力作り

持続的に通年
通行性を確保

農村接続道路をどのように整備するのか

農民自身による，持続的な

道路維持管理システムの構築

農村・若者コミュニティを活性化 自分たちの道は自分たちで直す ケニア

18



地域住民が自ら道を直す ガーナ

農村コミュニティによる灌漑マネジメント事例

マラクウェット県，ケニア 標高差: 1,400 m
延長 : 12 km
約400年前

Irrigration Canal

・自然材料: 木, 石，葉, 泥
・道具: 石や木を利用

・定期的な点検の実施
・長老による意思決定
・共同作業
・不履行者への懲罰

生活圏で調達可能な
材料と道具

住民自身で確立されたコミュニティマネジメント手法

NPOの「道普請人」は25ヶ国で活動中です

活動開始時期 2005年9月（パプアニューギニアで初めて施工）

法人設立時 2007年12月 CORE KENYA、CORE PNG、CORE MYANMER、CORE BF

会員数など 個人約150人、団体14社 (会費・寄付 １ 助成金 ２５ 受託費 ５）

NEXCO西日本、鹿島、計測技研、日本橋梁、清水建設、阪神高速
トヨタ財団、トヨタ、三井物産、日立、、日本国際協力財団、パナソニック

職員数 ３４名（有給３１名、無給２名）
10名：ケニア事務所常駐日本人2人、ケニア人8人（有給）
1名（福林理事 博士）：専属あちこち、海外10月/年（有給）
1名（前田職員 京都大学4回生)：ミャンマー駐在（有給）
10名（ミャンマー 建設会社OB 3名 現地人 7名）
8名（ブルキナファッソ 日本人 2名 現地人 6名）
1名：事業全般運営・管理・実践・仕込み（理事長）
3名：日本国内（副理事長、監事、アルバイト事務員）

事業費 2007年 300万、2009年 1180万、2011年 3,800万、2013年 １億円

事務所 京都市 京都駅前に事務所開設（2012年度より）

2014  １.53 億円 2015  １.20 億円 経営者の感覚

コミュニティが抱える道の問題

ミャンマー エーヤワディー地域

① 雨期時に道がぬかるみ転倒事故が相次ぐ

② 悪路と橋の問題で車両通行不可

（バイク、自転車含む）

③ コミュニティで道路補修を行っているがデルタ

地帯の為道路補修に必要な土・石が入手困難

28

エーヤワディ地域、ピャポン地区 カンター村

施工実施時期：2013年10月15日～2014年10月14日
道路仕様：車両通過部レール状コンクリート舗装（厚さ10 cm）
施工距離・費用・人口：1,200 m・1,300 円/m・1,300人
平均参加人数・工事期間：50人/日・64日
通行交通：自転車、バイク、トラジー

カンター村

施工断面図

施工前 施工後
土のう
中詰め：粘土有効利用

盛り土 現地盤線

コンクリート（厚さ10cm）

砕石または砂利

60cm60cm 60cm

1

1
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徒歩：45分
自転車：通行不可
バイク：通行不可

徒歩：17分
自転車：8分
バイク：4分

雨季時通行時間

その後、コミュニティ
の力のみで道路を補修

1. 雨季にもバイクや自転車なども通行可能になった。
2. 病院へすぐに行けるようになり、また、子供たちの通学時間

が短縮された。
3. バイク通行可能となり、村人がバイクビジネスをはじめ収入

向上につながった。
4. 2015年2月に他NGOからの資金助成を得て、コミュニティの

みで道路補修工事を行った。

カンター村 橋
施工実施時期：2014年10月～2015年10月
鉄筋コンクリート橋
距離・費用：20m・2,021,540円
平均参加人数・工事期間：40人/日・150日
通行交通：自転車・バイク・トラジー

問題個所の様子
木や竹でできており、耐久性も低く
バイク、自転車の通行はできない

仮橋の設置

杭基礎の掘削 コンクリートの打設

鉄筋コンクリート設置 梁 型枠

施工前 横から 施工後 横から

施工前 正面 施工後 正面

Construction en remblai de Ouratenga（ブルキナファッソ）

❖ Contenu
Largeur : 4 m, Longuer 100 m

❖ Résultat
Durée ：05.01. 2015 – 06.04.2015 (66 journées)
Numéro de Do-nou ：8,000 sacs
Numéro de ciment ： 250 sacs
La participation totale ：1,912 personne

Ratelite + Ciment
Paroi latérale

Do-nou
Do-nou avec Ciment

Sable Ratelite + CimentSurface

vSol + CaillouRemplissage : 

barrage
route

Barrage Route

36

タンザニア南部 草の根無償の技術指導
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標準断面図

急カーブ箇所

ソイルセメント
中詰
土のう擁壁

コンクリート基礎

裏込め
（砕石）

土のう（砕石中詰）

コンクリート舗装
（厚さ = 0,1)

砕石路盤
(厚さ = 0.15)

幅員
2.5 – 3.5 

路側帯
0.5 – 1.0 

3
.
5
 
-

5
.
0
 

2

1

単位：m

直線部
良質土

コンクリート舗装
（厚さ = 0,1)

砕石路盤
(厚さ = 0.15)

2.7

2.5想定交通：
バイク、自転車
4輪駆動車
（救急車）

コンクリート配合
セメント：砂：砂利 = 1:3:6

37

持続可能な開発に向けた 若者の雇用創出プロ
ジェクト（国際労働機関（ILO)との共同事業）

38

貧困

技術を習得する機会
が得られない

仕事に就くこと
ができない

ぶらぶらする
若者

が増える

反社会的
行動の増加

若者を取り巻く
悪循環を断ち

切ることが国家の
喫緊の課題

課題解決の糸口
若者の雇用を

創出する

39

土のう工法の普及活動を通した未舗装道路整備の
インクルーシブビジネス化

1. ケニアの地方農村部の未舗装生活道路の整備を
通して、沿線住民の市場、病院、学校へのアクセス
を確保し生計向上を促進し貧困削減に寄与するこ
と。

2. ケニアの雇用機会に恵まれない若者に、質の高い
雇用としてビジネス開始の機会を提供し、格差拡
大を抑制し社会の安定と発展に貢献すること。

４L:Low cost,Low tech,Local,Labour base 40

1. 道路状態が悪く，市場・学校・病院へのアクセスが遮断

2. 若者層（35才未満）の高い失業率（ケニア全失業者の8割が若者層）

社会の不安定化(2007年選挙後の暴動）仕事無く，たむろする若者達
http://www.nation.co.ke/news/1056-1121792-15t213u/index.html

41

若者グループへの土のうを利用した道路整備研修
①人力施工・現地材料 ②若者グループ居住区（地域への貢献）

1 2

3 4

42

地方行政官，道路管理者への政策提言
①土のう工法デモ ②若者研修への予算配分提案 ③工法ガイドライン

21



ケニア農民組織による住民ビジネスモデル

日本政府 NPO法人 道普請人
ケニア事務所

国際機関

農民組織
（会社を設立）

民間

ケニア政府

技術移転資金供与

サービス提供

道路問題の解決

地域の人々が恩恵を受
ける

目的地へのアクセス向上
目的地への時間短縮

運搬コスト削減、など

生活の質の向上
貧困削減

利益を広く
地域に還元

BOPビジネス参入の基盤構築に貢献

43

工事発注

地域の人々

工事発注側
工事受注側

Win

Win
Win

Win-Win-Win
関係構築

44

若者雇用促進

時間

公共工事受注
優遇政策＊活用可能

道路維持管理技能・
施工業者登録

資格取得

道路施工業への関心
起業意識の醸成

無職，依存体質

土のう工法
研修

会社設立

国立研修機関研修
（6週間，16.5万円/人）

施工業者登録・認証

事業活動，公共事業参入

積立金支援
設立手続

政策提言
研修費調達（2,500万円）
123名の若者が研修受講
（2015年）

入札参画

認証手続

茶：NPO活動
緑：ケニア行政
青：若者活動

土のう工法研修
起業啓発＊若者ら社会の弱者

に対して公共事業の
30％を割り当てる

外務省NGO民間連携無償資金協力

45

105若者ｸﾞﾙｰﾌﾟ，1,782 名を研修，17.5 km 整備
52ｸﾞﾙｰﾌﾟが国立研修機関で受講
30ｸﾞﾙｰﾌﾟが会社設立，15会社が建設会社登録
合計17事業（平均約100万円規模額）を受注

36農家ｸﾞﾙｰﾌﾟ
866 名を研修
3.1 km整備

ILO（国連・国際労働機関）

トヨタ財団
三井物産環境基金等

実績：

活動
資金源：

（年）

研
修

参
加

人
数

（
人

）
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地域 中央アメリカ 南アメリカ アフリカ アジア 太平洋州 合計

国数 1 1 14 5 4 25

整備道路距離(m) 0 20 44,764 19,456 84,554 148,794

研修・作業参加者数(人） 200 30 25,571 2,552 3,030 31,383

• ケニアでは、より多くの若者に対して土のう工法の研修が実施され、ケニ
ア政府が若者に対して研修機会を定常的に提供することを目指す。
⇒ 未だ70,000 km農道は未整備，184万人の若者の失業

• 他アフリカ国や開発途上国でも、土のう工法普及を通した未舗装道路整備
のインクルーシブビジネス化モデルの拡大定着化を進める。

47

【若者に明るい未来を】
「道普請人（CORE: Community 
Road Empowerment）」という
日本のNPO に、格好の実例が
あります。

安倍総理アフリカ政策スピーチ
『「一人、ひとり」を強くする
日本のアフリカ外交』
（2014年1月，アフリカ連合本部）

UNDP親善大使，紺野美沙子氏
TICADVI(第6回アフリカ開発会議）で
のケニア視察
（2016年8月，土のう工法体験）

日本の援助機関や民間企業が、
土のうを使った道路整備の技
術を伝えるなど「（アフリカ
の人々の）気持ちに寄り添っ
て活動していた」

【若者に明るい未来を】（No.1)
「一人、ひとりを強くする日本のアフリカ外交」

2014年1月14日、アジスアベバにて

「道普請人（CORE: Community Road Empowerment）」
という日本のNPO に、格好の実例があります。

でこぼこ道しかない村での話です。陸稲（おかぼ）
を出荷するには、トラックが入って来られる所まで、
作物を運ばなければなりません。一家総出です。子ど
もは、学校へ行けなくなります。そんなとき「道普請
人」は村人に、簡易舗装の方法を伝えます。それは、
土嚢を使うこと。道が村へ通じ、集荷のトラックが入
ってくると、子どもは重い作物を運ぶ労働から解放さ
れ、学校へ通えるようになる。 「道をつくれば、学
校へ行ける」というわけです。 48
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【若者に明るい未来を】（No.2)
「一人、ひとりを強くする日本のアフリカ外交」

2014年1月14日、アジスアベバにて

やがて、土嚢舗装を学んだアフリカの若者たち自
身から、道づくりを請け負う事業家が現れました。
それも、スラムから、という後日談つきでした。ア
フリカの未来は、自らの力で困難を克服する、意欲
ある若者たちにかかっています。

アフリカでは、若年人口が増え続けます。若者た
ちに明るい未来を示せるなら、アフリカの未来もま
た、明るくなるに違いありません。

49 50

平成27年8月14日 内閣総理大臣談話

私たちは、経済のブロック化が紛争の芽を育てた過去
を、この胸に刻み続けます。

だからこそ、我が国は、いかなる国の恣意にも左右さ
れない、自由で、公正で、開かれた国際経済システム
を発展させ、途上国支援を強化し、世界の更なる繁栄
を牽引してまいります。

繁栄こそ、平和の礎です。

暴力の温床ともなる貧困に立ち向かい、世界のあらゆ
る人々に、医療と教育、自立の機会を提供するため、
一層、力を尽くしてまいります。

Links to Market！ 計画
・国内の外務省・JICA、国外のADB・ILO・UNDP

開発途上国のNGOとの連携、ビジネスへの発展
海外での事務所開設とNGO登録 パラサイトNGO

活動の拡大と実績作り 25ヶ国 延135 km

・日本の学生ボランティアの育成 延 42名

・「一面新聞広告」になる活動

NEXCO西、鹿島、日本橋梁、計測技研、清水建設（CSR)

「規模は小さくても、長くサポートして欲しい」

世界でもユニークなオンリーワン ビルゲイツに接近

目指せ！『ノーベル団体平和賞』

ご静聴ありがとうございました

私が最も機能や特性がわかりやすく、合理的と思う構造物
かねてより各地で農業用水にまつわる争いが絶えず、

水の正確な分配は長年の懸案であった（水争い）

「円筒分水工」
分配が正確かつ公平であることは誰もが一目で
理解でき、機能美をも兼ね備えている構造物

円筒の中央から逆サ
イフォンの原理で湧き
出させた水を円筒外
周部から越流させ、
外縁部に設けた仕切
りの間隔や角度、また
窓の数により、
流下する水を6：3：1
など一定の比率で各
用水に分配できる。
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長野県天竜川水系の西天竜幹線水路円筒分水工群
土木学会選奨土木遺産
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『実践』事例の発表 

①地域と共に運営する⼩⽔⼒発電事業

根原孝輔：㈱オリエンタルコンサルタンツ 
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『実践』事例の発表 

 
 

②江⼾川河⼝部におけるヒヌマイトトンボの⽣息環境の改善 
 

⼯藤晃央：㈱ドーコン 
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1 1

江戸川河口部における
ヒヌマイトトンボの生息環境の改善

㈱ドーコン東京支店 工藤晃央

2 2
発表の流れ

１．背景と目的

２．モニタリング調査の概要

３．生息要因の分析

４．生息環境の改善に向けた取り組み

3 3

１．背景と目的

4 4
ヒヌマイトトンボとは？

• ヒヌマイトトンボ

– 環境省ＲＤＢ 絶滅危惧Ⅰｂ類

– 千葉県ＲＤＢ 最重要保護生物

– 千葉県市川市 天然記念物

– 体長3cmほどの小さなトンボ

– 汽水域のヨシ原に生息

• 1971年に日本で発見された最後のトンボの新種

• 茨城生物の会会長 小菅次男先生ほかが涸沼で発見

• 河川改修、埋立などの開発の影響にさらされやすい

5 5
江戸川河川事務所の取り組み

• 江戸川河口部の堰の改修に伴い、生息地が
消失するため、委員会を設置し対策を検討

• 新たなヨシ原をH12、H24に創出、幼虫の放流
等も実施し、新生息地への定着を確認

http://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/edogawa00169.html

江戸川 →
堰

当初
生息地

第二新
生息地

新
生息地

H12に造成 H24に造成

6 6
業務の目的

• 平成28年で事業者によるモニタリング調査を
終了し、地元高校生など市民に引き継ぐ。

• 維持管理に向けて、生息要因を分析し、生息
環境の向上策を提案（コンサルの責務）
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7 7

２．モニタリング調査の概要

8 8
モニタリング調査の概要

調査地 調査数量 備考

当初生息
地

20側線
7月に1回

平成7年に最大999個体を記録
平成15年以降、個体は未確認

新生息地
32側線
7月に3回

平成12年に創出、幼虫の放流等
現在の主要な生息地
平成26年に最大902個体を記録

第二新生
息地

26側線
7月に1回

平成24年に新たに創出
平成27年まで個体は未確認

江戸川 →

生息地

10m間隔で調査側線

9 9
成虫の個体数（当初生息地）

• 河岸浸食等の影響で平成15年以降、生息は確
認されていない。

10 10
成虫の個体数（新生息地）

• 新生息地は新たな生息地として機能

• 個体数の変動は大きい。

11 11
成虫の個体数（第二新生息地）

• 第二新生息地ではH28に4個体を初確認

• 造成から4年で生息に適したヨシ原を形成

12 12
水質の特徴

• ほぼ淡水の環境である。
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13 13

３．生息要因の分析

14 14

なぜ淡水なのに生息できるのか？

15 15
発見者との会話

⇒汽水に耐え得るだけではなく、他種の幼虫より

水位変動に強いのではないか？

ヒヌマイトトン
ボの幼虫は泥の
中に潜んで乾燥
に耐える！！

16 16
水位変動の特徴②

17 17
水位変動の特徴③

• 新生息地の生息確認エリアでは、30cmほどの
水位変動

18 18
水位変動④

• ヨシ原の水位変動は河川水位に連動

• 河川水位がY.P.+1.5m以下になると乾燥状態

• Y.P.+1.6～1.7ｍ付近で成虫を多く確認
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19 19

なぜ個体数は変動するのか？

20 20
湿潤状態の継続①

大きく
増加！

大きく
減少！

21 21
湿潤状態の継続②

相関係数 －０．２７

22 22
湿潤状態の継続③

相関係数 －０．４９

23 23
湿潤状態の継続④

相関係数 －０．８６

24 24
生息要因のまとめ

• 第二新生息地への個体定着の状況から、❶植
生（ヨシ原）が生息に適するまで4年は必要

• ほぼ淡水でも、❷ Y.P.1.6～1.7m付近で大きく
水位変動している状況であれば生息は可能

• 卵はヨシの組織内に産み付けられるが、 ❸産
卵時期の乾燥状態の長期化は孵化率を低下
させ、翌年の成虫個体数に影響
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25 25

４．生息環境改善に向けた取り組み

26 26

新生息地をもっと改善できないか？

27 27
新生息地の改善①

• 新生息地の水位変動の特徴を踏まえ、個体未
確認エリアの地面を5～10cmほど掘り下げて
水面を創出（H27）

28 28
新生息地の改善②

• 個体数は全地点で増加し、増加率でみると№
９、№７で顕著に増加した。

№９ №７ №-7 全体

Ｈ２７ ３ １０ ４ ２１４

Ｈ２８ ８ ２９ ６ ３６９

増加率 ２．７ ２．９ １．５ １．７

29 29

当初生息地の教訓

30 30
当初生息地の教訓①

• 枯死したヨシが堆積し過ぎ水面が見えない。

• 雄の縄張り形成、雌の産卵に影響あり。
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31 31

• 枯死したヨシを除去すると、第二新生息地の状
況を彷彿させる状況に変化（改善は可能）

当初生息地の教訓②
32 32

当初生息地の教訓③

• 堰の存在でゴミ等が堆積し易く、洪水があって
も枯死したヨシは流下しにくい状況

• 現在は目立たないが、新生息地、第二新生息
地でも将来はそういった課題が生じる可能性

33 33
生息環境改善のまとめ

• 生息地の水位変動の状況を踏まえ、❶地盤を5
～10cm掘り下げ小さな水面を作ることで、生息
範囲を拡大できる可能性がある。

• 当初生息地に堆積した❷ヨシの遺体やゴミなど
を除去することで、生息環境を改善できる可能
性がある。

• 新生息地、第二新生息地でもヨシの堆積等に
よる生息環境の悪化が起こり得るため、❸維
持管理の一環としてヨシの堆積状況等を確認
することが望ましい。

34 34
おわりに

本発表を快諾していただいた関東地方整備局江
戸川河川事務所のみなさま、ヒヌマイトトンボの
生態等について資料提供やご助言をいただいた
小菅次男先生、調査にご協力いただいた関係者
の皆様に深く感謝を申し上げます。

ご清聴ありがとうございました。
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『実践』事例の発表 
 
 

③モザンビーク国マプト市におけるごみ収集ルート改善 
 

神下⾼弘：⽇本⼯営㈱ 
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『実践』事例の発表 
 

 
④建設コンサルタントの多様化による地域振興と再⽣可能エネルギー開発 
 

⻘野史規：基礎地盤コンサルタンツ㈱ 
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Feed-in Tariff
FIT
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建設コンサルタントの多様化による
地域振興と再⽣可能エネルギー開発

2017年11⽉6⽇
基礎地盤コンサルタンツ株式会社

営業本部 新事業開発部
○⻘野 史規

-地熱開発理解促進事業への取り組み-

背景
１．はじめに
２．⽬的
３．地熱発電の社会的受容性
４．対象地域の概要
５．地域分析
６．ソフト事業のきっかけ
７．将来を⾒据えた提案
８．温泉⼤学のイメージ

目 次

９．シナリオの導出
10．温泉⼤学による機運の醸成
11．アンケート結果
12．気づきのアウトプット
13．マスコミ対応
14．ぐだめきの会
15．意⾒の集約
16．地熱を活⽤したまちづくりビジョン

背景
 平成24年4⽉に再エネの固定価格買取制度（Feed-in Tariff）制定以

降，⺠間事業者による太陽光パネルや陸上⾵⾞の設置が地⽅部中⼼に
急速に拡⼤

 ⼤資本中⼼とする⺠間主導の開発が⼤半、エネルギー権益の中央集中
「再エネ導⼊促進」は現政府⽅針であるが，同じ政府政策である「地
⽅創⽣」には帰着していない

 建設コンサルタントの事業分野拡⼤と社会貢献という役割を念頭に，
地域振興とリンクした再⽣可能エネルギー開発を⽬指し，官⺠連携で
「地熱資源開発プロジェクト」を実践中

 本プロジェクトは，地元に賦存するエネルギーの恩恵を，地元が享受
することには⾄っていない現状を踏まえ，“官⺠連携の地熱資源開発
ビジネスは，地域活性化に寄与できるか”を課題として，将来の地熱
発電所建設・運営コンサルティングのみならず，地域に裨益ある地熱
資源を有効に活⽤した熱⽔のカスケード（多段階）利⽤も検討

１．はじめに（地熱開発事業の概要と論文定義）

官⺠連携 ⇒ 地域･地元の合意形成 ⇒ 地元の裨益還元･地域活性化･温泉街復興

ハードとソフトは同じレベルで極めて重要、地域活性化への⼿法提案
【本研究はソフト事業の実践論⽂】

ハ
ー
ド
事
業

ソ
フ
ト
事
業

定義

深さ
500~1000
m級のヒート
ホールを掘削

地熱貯留層の
圧⼒や温度、
熱源からの熱
の伝わり⽅を
確認

空中探査や地
表踏査で地熱
徴候エリアを
選定

物理探査や地
化学調査で地
下の熱と⽔の
流れの構造を
把握

⼩⼝径の調査
井を掘削

噴気試験を⾏
い蒸気の温度
や量等を確認

持続的な発電
可能性を評価

環境アセスも
踏まえた発電
所の設計

⼤⼝径⽣産井
還元井を掘削
タービンなど
発電設備設置

試運転のあと
操業開始

操業後は常時
貯留層のモニ
タリング実施

環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
実
施

事
業
化
判
断

地表調査 地下探査 調査井掘削 発電所建設 操業開始

資⾦調達・⾦
融⾯・運営維
持管理のコン
サルティング
発電量の維持
継続・確保

スケール対策
や増堀メンテ
ナンスを実施

運営維持管理

２．目的
 地下資源を取扱う地熱発電所建設には，資源ポテンシャルの把握と同

レベルで，地元の合意・同意が必須でありながら，先⾏論⽂では反対
中断となった要因分析１），利害関係者が継続的な場の設置，⾃治体
関与の重要性２）の指摘論⽂はあるが，具体的に実践的な取組み事例
を⽰した論⽂はまだ少ない

 本研究は，地⽅が抱える社会的問題である地⽅減退対策だけでなく，
様々なエネルギー資源開発に課題となりうる地元の理解促進，発電所
建設地域の社会的受容性について，官⺠連携した取組みを実施し，地
⽅⾃治体のスマートシティ構想の⼀環として，対象地区のエネルギー
ビジョンを作成し，地元の同意・理解を得ることに成功した

 今後，地熱資源開発の新規⽴地対応例として，役⽴てば幸いである
参照：
１）上地成就，村⼭武彦，錦澤滋雄：地熱発電に対する地域における社会的受容性の要因分析（環境情報科学学 術論
⽂集27）（2013）
２）窪⽥ひろみ：地熱発電開発に関する社会的動向調査（電⼒中央研究所報告 V:15010）(2016)

３．地熱開発の社会的受容性
 地熱発電は，天候に左右されない，地域固有の地下資源を利⽤し，

再エネの中では⽔⼒発電同様に安定供給可能な発電⽅式
 政府の2030年エネルギーミックスでは，現状の約3倍導⼊⽬標
（現状約52万Kw ⇒ 2030年政府⽬標140万Kw）世界3位の保有国

 FIT制度，国⽴公園法内の規制緩和，環境アセス期間の短縮など，
制度⾯・環境⾯において，近年整備が進む

しかしながら･･･

 未利⽤地熱資源の8割が⾃然公園内に偏在
 温泉事業者が反対意向を⽰している地域も多い

 ⾃然環境や地域への更なる慎重な配慮に基づく開発が必要
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４．対象地域の概要（嶽温泉街の概要）

おおおお

津軽富⼠の岩⽊⼭麓と⽩神⼭地に狭在する開湯400年の嶽温泉
現在８軒の温泉宿、しかし近年廃業が続く･･･

岩⽊⼭ 標⾼1624.6m

５．地域分析（説明会版）

※SWOT分析とは、外部環境や内部環境を強み,弱み,機会,脅威で⽰し
要因分析のうえ、最適活⽤を図る戦略策定⽅法の⼀つ

先ず地域をより詳しく知るために、嶽温泉をSWOT分析

強み(Strengths) 弱み(Weaknesses)

内
的
要
因

・良質な源泉かけ流し⽩濁温泉
・全国ブランド嶽きみの産地
・雰囲気の良い温泉街
・岩⽊⼭へのアクセスが良好
・⽕⼭学的に貴重な岩⽊⼭

・市街地から遠い
・施設が古めかしい
・宿泊料が⾼い
・名物料理がない
・冬期間の積雪が多い

外
的
要
因

・癒しを求めるニーズ
・観光資源の活⽤
・岩⽊⼭スカイライン

・旅⾏者の減少
・重油代の⾼騰
・北海道新幹線開業
・他温泉地の振興

機会(Opportunities) 脅威(Threats)

５．地域分析（詳細版）

更に詳細なSWOT分析を⽰し、着眼点・改善点を明らかに
きっか

け

•地熱資源調査というハード⾯だけでは、地域振興が進まない！
•ソフト⾯での取り組みが絶対に必要！！
•地域の振興策を⾃治体と⼀緒に地元（温泉街）へ提案しよう！！！

⽻賀さ
んの助

⾔

•嶽温泉の振興策を考えてみました
•これからは、地元からのボトムアップが必要だね
•地熱理解促進に“これ”（温泉⼤学）を絡めてみよう！！

⻑⼤さ
んの助

⾔

•ソフト事業は“ただ、やるだけではダメ”！
•地元にどんな提案が出来るかがキモ！！
•そこがコンサルとしての腕の⾒せ所！！！

具現化

•地元からのボトムアップを促せるようなスキームを考案！
•⼤事なのは、“地元資源の⾒つめ直し”と“成功事例をきいてその気にさせる”！！
•地元のリーダーを発掘！！！

具現化

社内
協議

市役所
の助⾔

きっかけ

６．ソフト事業参画のきっかけ（一緒に考える場の提案）

1. 勉強会でワクワク感を掘り起こす
2. 第３者の視線を活かし地域の魅⼒を発掘する
3. 地熱資源（宝物）への距離を縮める

温泉⼤学温泉⼤学

７．将来像を見据えた提案

ご当地エネルギーの低廉な電力
により固定費を削減

削減された固定
費を宿泊料に反
映させる

廃熱による融雪
を完備させ雪に
よるアクセスアレ
ルギーを回避

低廉で雪深さを感じさせない
温泉郷の実現

地域の恵みを地域に還元するための⼿法を提案

地熱開発理解促進事業の活用
（経済産業省助成制度）

温泉大学

８．温泉大学のイメージ

温泉⼤学は、
地域資源や⼈材が詰まった“タマゴ”を、
地熱資源を使って⽻化させる“保育器”とな
ることをイメージしました。

温泉⼤学のイメージ
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９．シナリオの導出
資源ポテンシャルと地域の意⾒により、シナリオを導出

資源量不⾜
発電所不成⽴

地元出資
市⺠ファンド

⺠間⼤資本
出資の発電所

地熱資源調査後の
シナリオ選択肢

H27岩⽊⼭温泉⼤学 主に先進地事例の講師を招き、勉強会を実施しました。

１０．温泉大学による機運の醸成
H27温泉⼤学の実施（計４回）

１１．アンケート結果
2.5 H27岩⽊⼭温泉⼤学の実施（2/3）

開 催 ⽇ 参加⼈数（⼈） 備 考
第１回 Ｈ２７．１０．２０ １８ 勉強会
第２回 Ｈ２７．１１．１７ １４ 勉強会
第３回 Ｈ２７．１２．２１ ２２ ⾒学会
第４回 Ｈ２８．１．１９ １３ 勉強会

合 計 ６７
平 均 １６．７５

参加⼈数 参加年代

理解度

１２．気づきのアウトプット
2.5 H27岩⽊⼭温泉⼤学の実施（3/3）

平成２７年度 岩⽊⼭温泉⼤学にて得られた意⾒
１．まちづくりに向けて

・当事者としての意識改⾰が必要
・勉強会の回数が増えていけば、最初の１歩が踏み出せた
・組織形成の必要性とそれに向けた意思統⼀が必要
・マスコミへの積極的な情報発信
・温泉業者と農家との連携強化
・地熱発電を考えれば事業の主体は嶽温泉が望ましい
・⾏政頼みでは今と変わらない
・地熱を核とした産業振興
・地域資源を⾒つめ直し外へ魅⼒を発信
・年配者および⽴場ある⽅と⼀堂に会した場では，地元の若⼿（10〜40歳代）が積極的に活発な意⾒を⾔えない

２．地熱開発の理解促進に向けて

・雪が宝物になるようなアイデアはないものか
・蒸気を使った観光スポット、ハウス栽培、ロードヒーティングの実現

H27.10.7現場取材

テレビ局：4局
・NHK
・RAB⻘森（⽇テレ系）
・⻘森テレビ（TBS系）
・⻘森朝⽇放送（朝⽇系）
新聞社：3社
・東奥⽇報社
・陸奥新報社
・毎⽇新聞

17

１３．マスコミ対応

前年度の温泉⼤学の結果、若⼿（20代〜40代）だけで「ぐだめ
ぎの会」と題する懇談会を開き、地域の⼈達の声を聞き、地域の
未来を考えるきっかけを探り、地熱を活⽤したまちづくりビジョ
ンを作成

１４．ぐだめぎの会
H28温泉⼤学の実施

H28岩⽊⼭温泉⼤学

年度 ⽇時 内 容

２８

10⽉14⽇ ● 懇談会（ぐだめぎの会）
● 常盤野に対するイメージと願望

11⽉15⽇ ● 懇談会（ぐだめぎの会）
● 熱⽔を利⽤した２次利⽤のアイデアは

12⽉18⽇ ● 懇談会・発表会（みんなでぐだめぐ会）
● 地域の将来ビジョン（案）の発表・意⾒交換

2⽉8⽇ ● 懇談会（ぐだめぎの会）
● ビジョンについての確認

※ ぐだめぎとは：津軽弁で愚痴を⾔う、⽂句を⾔う、⾃由に意⾒を⾔う
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１５．意見の集約（１/２）
2ヵ年による地元地域の意⾒を集約

岩⽊⼭温泉⼤学にて得られた意⾒
１．地域に対する印象

１５．意見の集約（２/２）
カスケード利⽤の経済性合理性を試算

岩⽊⼭温泉⼤学にて得られた意⾒
２．地熱を利⽤した地域に対する思い

温泉⼤学を実践し、地域の⽅々が⼀体感を持って地熱及び地熱を活⽤したまちづくりについて知り、興
味を持ち、⾃らがまちづくりを担っていくという機運を⾼め、地熱発電所と熱⽔の多段階利⽤を⽤いた
「地熱を活⽤したまちづくりビジョン」が完成しました。
このビジョンは、今後の取組みの起点と同時に、常盤野地区の魅⼒発信の素材にも活⽤されるものと考
えています。

１６．地熱を活用したまちづくりビジョン

ご清聴ありがとうございました。

基礎地盤コンサルタンツ株式会社
営業本部 新事業開発部 ⻘野 史規

Ｔｅｌ０３－６８６１－８８４０
Ｅ－mail aono.fuminori@kiso.co.jp

ご意⾒などございましたら、お気軽にご連絡下さい

ご清聴ありがとうございました。

基礎地盤コンサルタンツ株式会社
営業本部 新事業開発部 ⻘野 史規

Ｔｅｌ０３－６８６１－８８４０
Ｅ－mail aono.fuminori@kiso.co.jp

ご意⾒などございましたら、お気軽にご連絡下さい
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⑤災害図上訓練（DIG）を通じた⾼速道路における災害対応⼒強化に関する 
実践的研究 
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災害図上訓練（DIG）を通じた高速道路における
災害対応力強化に関する実践的研究

0

平成 29年 11月 6日

西日本高速道路エンジニアリング中国（株）○楠橋 康広
福井 鉄兵
大丸 浩志

コンテンツ

1．はじめに

2．DIGの概要

3．参加者の属性と訓練効果の分析

（1）参加者の属性

（2）設問に対する回答の分析

4．DIGの効果と今後の課題

1

代表的な災害図上訓練の手法

1. 状況予測型図上訓練（イメージトレーニング方式）

 発災直後の最小限の情報から具体的な被害状況をイメージ
し、状況予測能力と意思決定･役割行動能力向上を図る。

 最小限の情報と対応記入票のみのシンプルな訓練。
 訓練参加者相互の話し合いは禁止されている。

2. DIG（災害図上訓練）

 決まったルールはなく、真剣だがゲーム感覚で、災害時の
広域連携のあり方や各組織の役割を理解する訓練。

 大きな地図、透明シート、油性ペンなどで書き込みを行い
ながら訓練参加者全員で議論する訓練。

3.図上シミュレーション訓練（ロールプレイング方式）

 実際の災害時に近い場面を想定。
 訓練参加者が与えられた役割のもとで対応する訓練。
 既存のマニュアルや防災計画の課題を検証したり、訓練参加

者が実戦的な対応能力を習得する。

災害図上訓練（DIG）とは？（1/2）
※「市町村による図上型防災訓練の実施支援マニュアル」

（平成20年3月，総務省）より引用

2

高
度
化

災害図上訓練（DIG）とは？（2/2）
大きな災害・事故が発生した場合を想定して

訓練参加者が地図等への書き込みを通じて、それぞれの立場で

「災害・事故」を模擬体験することにより、

状況予測や判断・活動方針決定の能力向上を図ることを目的と

して、災害対処活動を図上で行う訓練

D＝Disaster 災 害
I ＝ Imagination 想像力
G＝Game ゲーム（ゲームといっても考えを出しあうゲーム）

の頭文字を取って名付けられた誰でも企画・運営できる参加型の図上訓練

立場の異なるそれぞれの機関が，テーブルを囲んで意見を出し合う

 連携の強化

 顔の見える関係づくり を最大の目的としている

※「dig」＝「掘る（英語）」

→「災害を理解する」
→「防災意識を掘り起こす」

3

NEXCO道路管制センターは24時間体制で、平時は気象や渋滞等の道路/交通情報を収集し、

道路情報板等を通じてお客様に情報提供を行っています。また、センター内には中国管区警
察局とNEXCO社員が常駐しており、異常事象の発生時には、それぞれの機関から高速道路交

通警察隊（高速隊）・交通管理隊（管理隊）を現場に緊急出動させ、事象対応を指令しています。
そして、内部・外部等からの情報等すべてを一元的に管理をして、通行車両・お客様への情
報提供を行います。

異常事態
発生！

＃９９１０・非常電話など

道路管制センター

伝達

警察・消防等へ出動を要請します。

警察 消防

指 令

交通管理隊の緊急出動

落下物排除 事故処理

落下物、故障、事故などの異常事象が発生し
たときは、ただちに現場に緊急出動し、落下
物の排除、故障車に対する支援、事故の処理
などを行います。

【参考】 道路管制センターの役割

通報！

●●自動車道

逆走車有

走行注意

道路情報板

インターネット

4
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4．DIGの効果と今後の課題

5
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6

2.DIGの概要

標準的なタイムテーブル

項 目 時 間 内 容

開会 13：00～13：20 開会挨拶，来賓紹介，伝達事項等

訓練 13：20～13：50 DIGの概要，プレーヤー自己紹介，初動の情報付与

13：50～14：30 【討議1】 初動対応の訓練

14：30～14：40 休憩①

14：40～14：50 災害（事故）詳細情報の付与

14：50～15：50 【討議2】 現場対応の訓練

15：50～16：00 休憩②

16：00～16：20 討議結果の発表

講評・閉会 16：20～16：30 講評，閉会挨拶

7

2.DIGの概要

1．自己紹介

2．初動対応の訓練（約50分）

 第1報入電から体制構築・現場到着まで

 第1報受信機関から情報が伝わる順に
所属する機関の動きを班のメンバーに紹介

（ 休 憩 ）

3．現場対応の訓練（約70分）

 各機関の現場到着から処理完了まで

 現場状況を机上に再現（見える化）し、
討議項目に沿ってディスカッション

（ 休 憩 ）

4．討議結果の発表

DIGの流れ

8

2.DIGの概要
DIGの災害（事故）設定

DIG討議状況

災害（事故）想定（例）

9

コンテンツ

1．はじめに

2．DIGの概要

3．参加者の属性と訓練効果の分析

（1）参加者の属性

（2）設問に対する回答の分析

4．DIGの効果と今後の課題

10 11

3.参加者の属性と訓練成果の分析

【分析手法】
 DIG参加者から回収したアンケート項目を集計分析で分析

訓練開催：10回 参加者延べ人数：852名 内回答者660名（77％）

 アンケート項目
参加者の属性

・年齢 ・所属 ・立場（プレーヤー or 見学者？）

・DIG参加経験

質問① 「連携の強化」に対する効果

質問② 「顔の見える関係づくり」に対する効果

質問③ 運営・進行に対する評価

質問④ 災害（事故）設定に対する評価

質問⑤ 訓練時間に対する評価

 質問①～③は4肢択一，質問④・⑤は3肢択一 と コメント で回答を得た．
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113

230

93

164

10

33

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プレーヤー

見学者

DIG参加者の参加経験

初めて参加

2～4回

5回以上

無記入

12

3.参加者の属性と訓練成果の分析
（1）DIG参加者の属性

 NEXCO，警察，消防など多様な
機関から訓練に参加

 DIG参加者の約半数が初参加

NEXCOグ
ループ
29%

警察関

係
21%

消防関

係
25%

行政関

係
10%

医療関

係
7%

運輸・車

両関係
5%

その他
3%

無記入
0%

初めて参

加
53%

2～4回
40%

5回以上
7%

無記入
0%

250

174

28

1

91

78

16

0

7

10

1

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初めて参加

2～4回

5回以上

無記入

有益

やや有益

あまり有益でない

有益でない

無回答

13

3.参加者の属性と訓練成果の分析
（2）-1 連携の強化

有益
68%

やや有益
28%

あまり有益

でない
3%

有益でな

い
1% 無回答

0%

全体
148

93

111

38

31

18

12

2

45

39

46

24

14

10

7

0

5

2

6

2

1

1

0

1

0

1

1

0

0

2

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

NEXCOグループ

警察関係

消防関係

行政関係

医療関係

輸送・車両関係

その他

無記入

有益

やや有益

あまり有益でない

有益でない

無回答

所属別

148

294

60

120

8

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プレーヤー

見学者

有益

やや有益

あまり有益でない

有益でない

無回答

立場別

 95％以上が「有益」または「やや有益」と回答

 所属別，参加経験別，立場別でも同様な傾向

参加経験別

14

3.参加者の属性と訓練成果の分析
（2）-2 顔の見える関係づくり

有益
66%

やや有益
30%

あまり有益

でない
3%

有益でない
1%

無回答
0%

全体
142

88

102

40

29

19

15

2

51

45

54

21

15

9

4

0

5

2

8

3

2

1

0

0

0

0

0

0

0

2

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

NEXCOグループ

警察関係

消防関係

行政関係

医療関係

輸送・車両関係

その他

無記入

有益

やや有益

あまり有益でない

有益でない

無回答

所属別

241

167

28

1

99

84

16

0

9

11

1

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初めて参加

2～4回

5回以上

無記入

有益

やや有益

あまり有益でない

有益でない

無回答

参加経験別

148

281

61

131

7

13

0

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プレーヤー

見学者

有益

やや有益

あまり有益でない

有益でない

無回答

立場別

 95％以上が「有益」または「やや有益」と回答

 プレーヤーが「有益」と回答した比率が高い

15

3.参加者の属性と訓練成果の分析
（2）-3 運営・進行に対する評価

良い
52%やや良い

34%

あまり良く

ない
8%

良くない
0%

無回答
6%

全体
113

70

76

30

22

21

8

1

59

49

63

25

13

7

8

0

13

11

15

5

6

2

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

12

4

9

4

5

1

2

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

NEXCOグループ

警察関係

消防関係

行政関係

医療関係

輸送・車両関係

その他

無記入

良い

やや良い

あまり良くない

良くない

無回答

所属別

193

128

19

1

116

93

15

0

21

24

9

0

20

16

2

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初めて参加

2～4回

5回以上

無記入

良い

やや良い

あまり良くない

良くない

無回答

参加経験別

135

196

60

159

7

47

14

23

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プレーヤー

見学者

良い

やや良い

あまり良くない

良くない

無回答

立場別

 85％以上が「良い」または「やや良い」と回答
 プレーヤーから高評価

16

3.参加者の属性と訓練成果の分析
（2）-4 災害（事故）設定に対する評価

良い
51%普通

40%

良くない
3%

無回答
6%

全体
98

73

86

29

22

17

9

2

79

58

61

32

16

12

8

0

8

0

7

1

3

2

0

1

13

4

10

2

5

0

2

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

NEXCOグループ

警察関係

消防関係

行政関係

医療関係

輸送・車両関係

その他

無記入

良い

普通

良くない

無回答

所属別

190

126

19

1

130

115

21

0

9

10

3

0

22

12

2

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初めて参加

2～4回

5回以上

無記入

良い

普通

良くない

無回答

参加経験別

108

217

84

177

10

12

14

22

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プレーヤー

見学者

良い

普通

良くない

無回答

立場別

 90％以上が「良い」または「普通」と回答

 所属別，参加経験別，立場別でも同様な傾向

17

3.参加者の属性と訓練成果の分析
（2）-5 訓練時間に対する評価

適当
73%

長い
17%

短い
5%

無回答
5%

全体
150

92

125

48

32

22

14

3

19

36

26

14

9

5

3

0

18

3

6

0

0

4

0

0

11

4

7

2

5

0

2

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

NEXCOグループ

警察関係

消防関係

行政関係

医療関係

輸送・車両関係

その他

無記入

適当

長い

短い

無回答

所属別

261

189

36

0

58

47

6

1

15

15

1

0

17

12

2

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初めて参加

2～4回

5回以上

無記入

適当

長い

短い

無回答

162

311

24

85

18

13

12

19

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プレーヤー

見学者

適当

長い

短い

無回答

立場別

 概ね3/4にあたる73％から「適当」との評価
 見学者の約20％は「長い」と評価

参加経験別
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18 19

4.DIGの効果と今後の課題
（1） DIGの効果

（2） 今後の課題

 DIGは，「連携の強化」と「顔の見える関係づくり」において，効果的な高
速走路災害図上訓練の手法であることが確認できた．

 運営・進行，災害（事故）設定，訓練時間においても，参加者から良好
な評価が得られる訓練スタイルを設定できた．

 現状では訓練が目的になってしまっている．
⇒ DIGを通じて顕在化した課題の抽出まで行なっていない．
⇒ 改善すべき事項が具体化できていない．

 現状のDIGのフォローアップをどのように行なうか？

 フォローアップの効果を客観的に評価する手順の開発

20

ご清聴ありがとうございました
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